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１ はじめに――喪主選定の現在 
1.1 喪主身分から何が見えてくるのか 
高齢男性の葬儀における喪主は、配偶者か子どもか。少子高齢時代、誰が喪主になるの
が相応しいのか。喪主は“一人”でなければいけないのか。本論は、地方紙「おくやみ」
欄に掲載された喪主身分から、中部地方において広がりを見せている「複数喪主」(１)に着
目し、成立の要素となる選択の用件と関係性について考察する。 
家族社会学においては、「1950 年代に民法改正に先導される形で、夫婦家族制の理念の
浸透が始まった」（森岡・望月 1997：166）として、直系家族制から夫婦家族制への移行が
通説となっている。「家」と「家」の結合であった結婚は、両性の合意に基づき、婚姻後の
姓をどちらにするかを話し合いで決めることができる。少子化が進行するなかで、「家」の
名が消えゆくとき、先祖の墓が無縁になりそうなとき、ふだんは意識したことのない「家」
が顔を出し、当該家族を悩ましい思いにさせている（金沢 2010a,2010b ）。家名や墓は継
承／非継承の決定までに時間的余裕があるが、喪主選定は死去から葬儀までの期間が短い
ために即断が求められ、遺族の置かれた立場や地域の慣習等に作用されやすい。それゆえ
に、家族観が露出する。「家」観念にもとづく直系家族制では長男が喪主になるが、「夫婦
家族は一代限り」という「近代家族観」(2)からすれば配偶者が相応しい。現代における「家」
観念と「近代家族観」の所在を視角の地平に据え、「複数喪主」に照準しながら、葬送儀礼
がもつ現代的意味を探っていく。 
 
1.2 「おくやみ」欄とはどういうものなのか 
全国の「県紙」と呼ばれる地元紙の多くは無料掲載の「おくやみ」欄というものがある。
各県紙によって記載の順序に違いはあるが、内容は「逝去者名、年齢、葬儀場所、喪主名・
身分、故人／喪主の肩書（希望者のみ）」が列記される。 
逝去者の年齢は解っても、喪主の年齢は紙面では解らない。一世代を 30 年とすると、
90 歳で逝去した男性が 30 歳で父親になっていれば、子どもの年齢は 60 歳であり、40 歳
時ならば 50 歳である。前者はきょうだい数４人とされる「団塊の世代」で、後者は「二
人っ子世代」（落合 2004）に属する。二人の娘がともに他家に嫁していれば、喪家の「姓」
を名乗る喪主が存在しないので、長男子以外の「〇男」と「婿」の立ち位置に留意した。 
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 調査した県紙は、「山形新聞」、「北国
ほっこく
新聞」（石川）、「福井新聞」、「北日本新聞」（富山）、
「上毛
じょうもう
新聞」（群馬）、「下野
しもつけ
新聞」（栃木）、「茨城新聞」、「信濃毎日新聞」（長野）、「山梨
日日新聞」、「愛媛新聞」、「長崎新聞」「佐賀新聞」である。日本の地域分類における八地方
―北海道、東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州をカバーしきれていないが、それ
は、次のような理由による。関東ならば東京・千葉・神奈川、関西ならば大阪・京都・兵
庫など、人口密集都市を持つ都府県では、スペースの関係から無料掲載欄を有しない。山
梨県から西日本に近づくにつれて、人口密集都市をもたない県であっても１日数件、月 50
件程度しか記載しない県が多くなり、1 ヵ月 1,800 件の県と比較することはできない。新
聞社の経営方針により、有料広告で採算がとれれば無料掲載をしない社もあれば、 無料掲
載で購読率をあげようとする社もある。「北海道新聞」の無料掲載欄は、掲載数が非常に多
いのだが、 喪主の次に子ども全員の姓名と在住県が列記されるので、位座を比較できず、
滋賀県は「県紙」そのものが存在しない。「沖縄タイムス」は有料広告が満載されるが、大
きなスペースで喪家の威容を誇示する観があり、掲載内容に統一性がない。そのため、調
査対象となった無料掲載紙は 12 紙となった。  
掲載ルートは、喪家が新聞社へ直接知らせる場合もあるが、北陸の「福井新聞」「北日
本新聞」は役場や市役所からの連絡で、ほとんどは葬儀社が遺族に掲載の有無を尋ねて手
続きを代行している。  
 
1.3 主なる身分順位 
「おくやみ」欄における喪主身分は、「家」観念／「近代家族観」、どちらに傾斜してい
るのかを測る格好の素材である。高齢男性の葬儀における喪主が配偶者ならば「近代家族
観」、子どものなかでも長男ならば「家」観念を志向しているといえる。同居／近居ではな
い長男が執り行うとすれば、寡婦、長男の双方、あるいはどちらかに「家の跡取り」とい
う認識があるといえよう。そこで、「後期高齢者」である 75 歳以上の逝去男性に絞って、
寡婦と子どもの関係、子どもの続柄を中心に調査を行った。 
上述の 12 紙における 2007 年 1 月と 10 年後にあたる 2017 年同月の喪主身分を多い順か
ら 5 位まであげると、下記になる。 
 
〔2007 年〕 
1 位 長男 60.10% 
2 位 妻 17.17% 
3 位 次男 5.86% 
4 位 他姓長女の夫/他姓娘婿 3.04% 
5 位 女婿/娘婿 4.23% 
（5 位以下 9.60% ） 
〔2017 年〕 
1 位 長男 55.90% 
2 位 妻 16.63% 
3 位  次男 4.67%  
4 位  他姓長女の夫 3.69% 
5 位  長女の夫/女婿/娘婿 2.92% 
（5 位以下  16.69%） 
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 身分表記について、新聞社は基本的には喪家の意向に添っている。2007 年、福井県では
子どもはすべて「子」という記載だったが、2017 年には「長男」という表記が表れ、1 位
として登場、福井県では 10 位(3)だった「子」が 2 位となっている。よって、両者を正確に
比較することはできないが、順位もパーセンテージもおおむね変わらないといえよう。 
  
1.4 「長子」という位座 
10 年後の 2017 年も、変わることなく「長男喪主」が圧倒的に優位であった。その理由
として考えられるのは、地方における長男の位座である。 
高度経済成長期、中小都市では庭付き宅地を取得するのはそう難しいことではなかった
ので、親世代は息子の結婚によって庭を潰し、二世代隣居の形態をとった。そうなれば、
長男が喪主になることに対し、寡婦も親族も近所の人々も、葬儀を仕切った１級葬祭ディ
レクター（以下、ディレクターと略す）も違和感がない。親と息子で農業、工業、商業な
どの「家業」を営む家も多く、姻戚関係は地域に周知されており、“立派な息子”がいるの
に寡婦が喪主になるほうが「女のくせに、息子がいるのに」と非難されかねないのである。 
都心では、二世帯住宅として、息子夫婦より嫁した娘夫婦との暮らしが好まれる傾向に
ある。１軒の家に表札は２つ。娘の夫が喪主になれば、逝去男性と姓が異なるわけだから、
高齢であっても配偶者が喪主を務める傾向にある。 
内閣府「高齢社会白書」平成 26 年版では、65 歳以上の高齢者世帯数は 43.4％で、この
うち半数以上（53.6％）が「単独世帯」または「夫婦のみ世帯」とあるから、75 歳以上の
数値はさらに上回るはずである。都会にすむ長男が父親の急逝により家郷に駆けつけたら、
すでに自分の名が「お知らせ」に印刷されていたという話は枚挙にいとまがない。「長男喪
主」とは“駆けつけ長男”であり、“駆けつけ喪主”であって、全国的にみれば、別居の
長男が「長男喪主」率を押し上げ、直系家族制を下支えしているのである。 
「長男喪主」率の高さは、長男自身の「跡取り」認識にかかわらず、遠居であっても喪
主は長男とする直系志向が寡婦の側にある。故人が高齢であれば友人知人は少なく、一般
的には老妻より壮年期の長男のほうが社会的地位を有している。 地元に住んでいれば、会
葬者は故人より長男関係者のほうが多い場合もあり、地元在住でなくとも、勤務先から供
花や弔電が届き、送り主の名前や肩書によっては葬儀の格があがる。葬儀社のディレクタ
ーたちは、「“アトトリ”とは老親の面倒をみて、先祖を守っていく子であって、長男だか
ら跡取りではない」と明言するが、長男の位座は母親に用意されている。 
逝去者が 100 歳前後となれば子世代も高齢のため、孫が喪主となる記載が多くなる。
長崎・佐賀は 90 代後半に近づいてから、他県は 70 代から登場することから、喪主の隠居
年齢と適齢期には地域差があり、「長男喪主」地帯は妻が高齢ならば長男、長男に問題があ
れば孫として、「嫡孫」の位座は至高である。 
長男・長女の時代だから、「長男喪主」が首位となるのは道理だが、「長女喪主」も増え
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 ている。シングルか、夫が存在して「実子」として喪主を勤めたのか、紙面からは図れな
いが、男女雇用均等法による経済的精神的自立も女子擁立の背景となるであろう。国立社
会保障・人口問題研究所「人口統計資料集（2017）」によれば、非婚率は、2005 年は男性
15.96％、女性 7.25％、2015 年は男性 23.37％、女性 14.06％である。50 歳以上の男性の
約 4 人に１人が非婚ということは、妻子のいない「長男喪主」もいるはずだが、ともあれ、
「長子」は優位な位座にある。 
 
1.5 さまざまな「婿」表記 
「家制度」下においては、男子の出生が望めないと解った時点で、親は婿を迎える娘と
して長女を育てた。今日では状況適応的に次女や三女が婿を迎えることもあり、「女婿」は
「長女の婿」ではない。「茨城新聞」では、「ムコ」の表記は共同通信社の「記者ハンドブ
ック」に準じて「女婿」と記載していたが、購読者の「何番目のムコか解らない」という
問い合わせから、2003 年に「〇女の夫」に変更している。栃木や山梨のように「娘婿」と
いう表記を用いたり、「〇女の夫」と併用したりするところもある。新聞社は、喪家によっ
てはムコを「養子」と記載している場合もあるようだが、「判断不明」とする。 
2007 年時、富山は、子どもはすべて「子」という記載であったから、「子の夫」とは「婿」
である。長野は「〇女の夫」「娘婿」「養子」、 山梨は「長女の夫」と「〇女の夫」を示す
「娘婿」、長崎は「長女の夫」「女婿」を併用している。このような混在自体が不安定なム
コの位座を物語る。 
2017 年にみる婿の記載では、「女婿」という表記が激変し、「娘婿」という表記も残存す
るが、「〇女の夫」が大勢となった。夫の「姓」が記載されていない場合は喪家の婿、「姓
名」記載の場合は他家に嫁した娘の夫で、「他姓長女の夫」のほうが婿より順位が上の県の
ほうが多い。喪家姓・婚家姓ともに、実子である「長女/「〇女」ではなく、その夫がなる
のは 10 年前と同じである。2007 年時に「女婿・娘婿」として括られた「夫」のなかには
次女の夫も三女の夫も含まれていたことだろう。少子化が進行して長女しか存在しないの
か、実家の老親をみる役目はやはり長女なのか、佐賀のみ「次女・三女」が 5 位（1.52％）
にはいっている(4)。 
          
２ 「複数喪主」という存在、選定の力学 
2.1 中部地方特有の現象か 
代々家業を営む家において、長男が他出し、次男が地元に残って家業を継承した場合、
父親の葬儀では、長男が喪主になったものの、会葬者は地元の家業関係者ばかりで長男の
立場がなかったという話はどの地方でも耳にする。 
家業の有無に関わらず、男子が親元を離れ、女子が近所で親の世話をしていたという場
合も、“駆けつけ長男”は少々居心地の悪いことであろう。長男が「跡取り」として同居
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 し扶養し、家督を引き継ぐ「家制度」の時代と違って、子どもたちが個々の資質に応じた
生き方を選択できるようになった。「長男」という身分ゆえに喪主を勤めるのが不自然な状
況が派生するのであれば、喪主を「単独１名」とは限らなくてもいいのではないか。 
中部地方には複数名が喪主として名を連ねる地域が存在する。少子高齢化と今日の家族
意識を象徴する注目に値する現象と捉え、2007 年・2017 年の数値を下記の表で示した。 
 
長野県における「複数喪主」は、2007 年の 36 件から、2017 年は 206 件へ、10 年の間に
おおいなる広がりをみせている。2017 年には 75 歳以上の逝去男性の半数が複数喪主であ
るから、慣習として定着したといえる。「信濃毎日新聞」は、紙面スペースの関係で、喪主
記載を２人に制限(5)しているが、実際の葬儀では２名以上がなることもある。 
「山梨日日新聞」無料掲載欄は、2007 年 1 月には「複数喪主」記載がなかったが、2017
年には全域で登場した。奇しくも、「信濃毎日新聞」と「山梨日日新聞」の 75 歳以上の逝
去男性における「複数喪主」率はほとんど同じであった。群馬「上毛新聞」においても 2017
年に 1 件登場しているが、その他の関東県や北陸は皆無である。 
 
2.2 組み合わせ例 
「複数喪主」の組み合わせは、世代間、世代内、親族喪主に大別され、その組み合わせ 
は多岐にわたる。以下、紹介する新聞掲載例(6)は原寸である。 
 
①「信濃毎日新聞」長男と妻            ②「信濃毎日新聞」長女の夫と妻 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
調査年月 新聞名 掲載総数 掲載総数 
÷複数喪主 
複 数 喪 主
総数 
75 歳以上の 
逝去男性 
複数喪主 
÷75 歳男性 
2007 年 1 月 信濃毎日新聞  1,667 件 2.2 % 36 件 10 件 27.8 % 
2017 年 1 月 信濃毎日新聞  1,768 件 11.7 % 206 件 102 件 49.5 % 
2017年1月 山梨日日新聞 651件 20.0 % 136件 67件 49.3 % 
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 ③「信濃毎日新聞」妻と長男の妻          ④「信濃毎日新聞」他姓の弟と妹 
 
 
 
  
 
 
 
 
〈世代間喪主〉 
本論では「複数喪主」の「関係性」に焦点を絞ったので、細かな数値の記述を省くが、
母親と子が喪主を勤める場合、配偶者を先に記載せずに、「長男と妻」（例①）と記載する
ほうが多い。それは、「家」観念に依拠する選定と捉えていいだろう。妻が子世代を立てる
のか、「長女の夫と妻」（②）とあるように、長女、長女の夫、他姓長女の夫を先に記載す
る例も少なくない。「妻と長男の妻」（③）は、妻のみならず「長男の妻」もまた高齢ゆえ
に「家」観念に基づく立場を由としたのであろうか。 
〈世代内喪主〉 
「長男と次男」が一番多い組み合わせであるが、「次男と長男」「三男と長男」というよ
うに、長男が後になる記載もある。「長男と〇女の夫」の場合、「〇女の夫」の「妻」は実
の娘である。「他姓〇女の夫」ではなく、「長男と他姓〇女」というケースは、娘がケアラ
ーとして実家に通っていたケースなのか。婚家姓の実娘同士が揃って喪主になるケースも
増えており、地元において娘の立場が確立されているのであろう。 
〈親族喪主〉 
高齢のきょうだいが喪主になる例も増えた（④）。そのほか、孫と孫、甥と姪、いとこ
同士などの組み合わせも散見されるが、親が長男と次男といった、親の異なる者同士であ
る。いずれも、逝去者は高齢単身世帯であったということである。 
 
2.3 民法 897 条の解釈 
「複数喪主」の増加にはどんな要因が潜んでいるのか。第一は、民法 897 条「系譜、祭
具及び墳墓の所有権は、前条の規定にかかわらず、慣習に従って祖先の祭祀を主宰すべき
者が承継する。ただし、被相続人の指定に従って祖先の祭祀を主宰すべき者があるときは、
その者が承継する」という文言を、どう解釈するかである。「祖先の祭祀の主宰者」なる
概念と、実際に世間で行われている「喪主」の概念が一致しているのかどうか。墓の所有
者は「祖先の祭祀の主宰者」であるが、世間でいう「喪主」は、必ずしも明確な意味内容
が確定している概念ではなく、葬儀を主宰する者である。さらに、この条文には「祖先の
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 祭祀の主宰者」なる者を一人に限定している（＝複数を許さないのか）という趣旨かとい
えば、そうではない。 
「桜葬」と称して樹木葬を推進する井上治代は、「多くの人々は、民法 897 条は、祭祀
権は長男（アトトリ）が保持すると考えているが、「民法 897 条に則って祭祀の主宰者を
井上治代にする」と書いておけば、どんな親戚が出てきても、私に執り行う権利がありま
す」として、喪主は誰でもいいと主張する。「「祖先の祭祀を主宰すべき者」とは、「いわ
ゆる喪主となって葬儀を執り行うべき者の意味」であるが、この慣習は、現在は長男相続
ではないから（略）葬式をこの人に頼みたいとすれば、それを最優先する」として、「ただ
書いておくだけで（略）法的拘束力をもつ」と主張している（井上 2014：216－9）。 
「檀那寺」（菩提寺）があるから一家の主人が「檀那様」と呼ばれた時代と異なり、現
在は直系にあたる人々も公営や民間の霊園墓地に墓所を有している。葬儀の主宰者と墓の
管理者が異なる場合も多く、「祖先の祭祀を主宰すべき者」として喪主を同次元で捉えられ
る人たちはどのくらいいるのだろうか。 
 
2.4 葬儀形態と地域性による差異  
長野県は、東信・北信・中信・南信と呼ばれる４つの地区に区分され、「複数喪主」は
とりわけ東信地区に多い。上田市の S 葬儀社ディレクターによれば、遺族から相談を寄せ
られた担当者の状況判断から生まれたようで、2000 年代半ばからの傾向と捉えている。
“近所のかたまり”が悪くいわなければ風習として定着していくのだが、そこには新聞の
「おくやみ」欄による認知が大きい。この地域は「骨葬」なので葬儀までに間があるため、
葬儀社が他家の様子を知らせることができ、喪家も直近の「おくやみ」欄をチェックでき
る。喪主を誰にすべきか決めかねている様子がみえるとき、ディレクターが「二人立てる
家もありますよ」というと、「それでは」と、「複数喪主」を選択する場合もあるという。 
「骨葬」では挨拶をする機会が何度もあり、ご近所の人々が参列する「門送り」では寡
婦、「告別式」や「精進落とし」では息子と、適材適所の喪主選択ができる。しかし、喪主
が特定の一人から「任意」の複数になったとしても、「長男」が存在するのであれば、記載
が後であっても名を連ねている。配偶者より長男を先にする記載からは、購読者にも長男
を「跡取り」と捉えていることが一目瞭然である。 
山梨県のなかでも「複数喪主」が多数登場する富士吉田市では、市役所の担当も、新聞
を見て、「うちもそうしようか」と、「複数喪主」を選択しているとの見方を示している。
しかし、葬儀社によって「複数喪主」の捉え方はさまざまで、富士吉田市においても、「喪
主は一人である」と強硬に主張する葬儀社もある。「会葬御礼」名は一人なので、複数喪主
は便宜上と捉えるディレクターもいれば、「帳場をはる人数（きょうだい数）のこと」と捉
える人もいる。あるディレクターが「高齢の妻は“付属”」としたが、配偶者より長男の記
載が先の例①はその典型といえよう。例②は、長男が他界しているかどうかは不明だが、
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 次男より三男の記載が先で、次に姉妹の夫が順次記載されている。喪主ではない親族が喪
主の前に記載され、最後に喪主記載となるケース（例③ ④）もあり、これは、遺族が逝去
者との関係性を地域社会にあらためて知らせたいのである。 
 
①「山梨日日新聞」長男⇨次男⇨妻    ②「山梨日日新聞」三男⇨次男⇨他姓長女の夫⇨他姓次女の夫 
 
 
  
 
 
 
 
 
③「山梨日日新聞」喪主の前に女性の姓名記載   ④「山梨日日新聞」喪主の前に男性の姓名記載 
 
 
 
 
 
 
 
 
甲府市において、「複数喪主」による葬儀を何度も仕切ってきたディレクターによれば、
遺族は誰が喪主になるべきか、選択に対して深く考えていないという。喪主となるべき人
もまた「喪主とは何か」を考えていないから、一人でも複数であっても何ら問題は起こら
ない。むしろ、喪主になって前面に出て、「俺の顔で来た」という参列を期待し、複数の喪
主を立てている。「山梨日日新聞」は、喪主記載の前にも親族が記載される（③ ④）。なか
には、きょうだい全員かと思われる人数が記載されているケースも珍しくなく、大方の葬
儀社は「複数喪主」は、単に遺族が何名も姓名を出したいからだと想像している。 
 
2.5 伏在する互恵 
本論では、対象を 75 歳以上の逝去男性に絞ったが、75 歳以上の女性にも、それ以下の
男性女性にも「複数喪主」は存在している。配偶者の死去によって残された父親／母親が
独り暮らしになるとなれば、今後の生活に支障を来さないか、葬儀に参列した人々は心配
である。そこで、子どもの一人が配偶者を支えながら喪主に加われば、寡夫／寡婦に一番
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 近しい子が誰なのかが解り、子ども同士が仲良く「複数喪主」を務めれば、さらに安心で
ある。つまり、今後も地元の人々との関係性を保ち続けたいとする遺族がこの形式を選択
するのである。 
「複数喪主」は遺族にとっては、会葬者を漏れなく呼び込め、親子・きょうだい、それ
ぞれの顔が立つ。葬儀の規模が大きくなれば、会場・祭壇・印刷物・香典返しが拡大し、
葬儀社にとって喜ばしい。喪主の選択に悩む遺族が葬儀社のディレクターのアドバイスを
受けた結果、つまらぬ遠慮や諍いが回避できる。新聞社は購読率の維持が図れ、経営は安
泰である。購読者が他家の新聞記載に依拠し、「うちもそうしよう」と、複数の喪主を立て
ることに躊躇しなくなり、新しい慣習として広まっていく。 
     
民法 897 条の柔軟な解釈 
    ↓ 
「おくやみ欄」で「複数喪主」を知った地域社会の好意的反応 
    ↓ 
戦略的互恵関係の成立――新聞社―購読率維持拡大   
葬儀社―葬儀の規模が大きくなり、収益増 
             喪家――親子・きょうだい間の円滑な人間関係 
 
このように、葬儀社のディレクターの“妙案”は思わぬ波及効果をもたらしている。葬
儀規模の拡大は、具体的には、会場使用料の増額、供花の増加、さらには、「会葬御礼」の
印刷枚数やデパート・小売店が整える香典返し、弁当屋・料理屋などへの注文も増えるわ
けで、地域社会のさまざまな産業に恩恵を与えている。 
今日、大きな葬儀でも家族葬でも、遺影の飾られない祭壇はないが、これも販路拡大を
狙った写真館が生んだ慣習なのである。鈴木岩弓の聞き取りによると、1923 年（大正 12
年）、東京の小島写真館主人が新聞の訃報欄に出る亡くなった有名人の遺族のところに直接
出向き、葬儀の際に祭壇に死者の写真を飾ることを提案したのが始まりで、そこに参列し
た人の中から葬儀を行う際に遺影を飾ることを依頼するケースが増えていったという（鈴
木 2010：88）。葬儀社や写真館の思いつきであっても、人々の潜在欲求に呼応した形式で
あれば、葬送文化として定着していく。 
「複数喪主」増加の背景にはさまざまな思惑がある。上田市の葬祭ディレクターによる
と、高齢の寡婦は「孫の勉強も兼ねて」として、嫡男孫を立てることを望むことが少なく
ない。孫は、地方議員や商工会理事の足掛かりとして当該地域でのデビューの場となり、
家業経営の場合は、次期社長として青年期の継承者を知らせる格好の機会となる。独り暮
らしの寡夫/寡婦が死去した葬儀においては、相続問題を考えれば、子どもたちはきょうだ
いで主宰したい。 
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 では、誰を先に記載するか。地元居住の有無、地域における名望度、配偶者の年齢、「家」
観念の強弱、家業・職業世襲、老親との接触頻度、きょうだいや夫婦の対等・平等意識、
近所づきあい等を勘案しながら、それぞれの家庭の事情に応じて選択していく。続柄の組
み合わせやその順序の背後には功利が見え隠れし、「単独喪主」よりも家族理念の違いも鮮
明に映し出す。 
 
2.6 「複数喪主」の負 
一見、“いいとこ取り”のようにみえる「複数喪主」であるが、不安材料を抱えるケー
スもある。継承子なき「家」の「複数喪主」は、関係者への「絶家宣言」あるいは、今後、
喪家を包括する代表権者の表明として、深く重い意味をもつ。例えば、「他姓次女」と「他
姓三女の夫」や親の異なる孫、甥、いとこやその夫などの共同主宰では、費用は誰がどの
ように出すのか、葬儀前に取り決めをしておかないとトラブルが派生しかねない。「空き家」
となった喪家の住まいや無縁になりそうな墓は今後誰が管理するのかなど、思惑違いによ
る“お家騒動”の火種も抱えており、負の側面もないわけではない。 
葬儀は短日時であるから、一時的に喪主たちに「服喪の共同」を可能にするが、一般的
には葬送儀礼の主宰者は「施主」という呼称になり、七七忌、一周忌、三回忌～三三回忌
法要へと続いていく。親子の「二人喪主」ならば、加齢や経済状況等の変化に伴い、回忌
法要を経るごとにグラデーションで主役の移行ができるが、複数名による「施主」はない。
仏壇や墓は具象の「継承財」（米村 1999）として、誰が引き継ぐのかという問題も生じて
くる。長男・次男の共有は、その時点では「きょうだい同士」ということで支障がなくと
も、代を経ていけば子々孫々が恒久的に円滑な関係を結んでいくのは難しい。墓は六親等
まではいれるのだが、「祖先の祭祀を主宰すべき者」（前述・民法 897 条）でなければ先祖
の墓にはいれないと思い込んでいる人たちが多い。葬儀社のディレクターのアドバイスに
よって、「複数喪主」を安易に取り入れただけでは、必ずしも大団円とはならないのである。 
 
３ 「夫婦喪主」の登場 
3.1 選択の裏に潜んでいるもの  
年々増加する「複数喪主」のなかでも、家族意識の変化として注目したいのが、東信地
区から中信地区にかけて広がりをみせる「夫婦喪主」の存在である。これまで、「〇女の夫」
「他姓〇女の夫」として単独で喪主を勤めていた婿や義理の息子が妻（実の娘）と名を連
ねケースが登場し、なかには妻の名を優先させている記載も存在する。 
「夫婦喪主」記載の仕方には 10 年の間に変化があった。2007 年は、「長男の太郎さんと
長男の妻の花子さん」とあるように、二人が「夫婦」であることがすぐに解る表現ではな
かった。それが、2017 年には「長男夫婦」と明記した記載に変わっている。2008 年(7)は奇
数月 6 ヶ月で 20 件だったが、2017 年には 1 月だけで 17 件という激増ぶりである。 
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 〔2007 年の表記例〕 
・「長男の太郎さんと長男の妻の花子さん」 
・「長女の夫の次郎さんと長女の松子さん」 
・「長女の夫の長野次郎さんと長女の松子さん」 
 ↓ 
〔2017 年の表記例〕  
・「長男夫婦の太郎さんと花子さん」（例①） 
・「長女夫婦の松子さんと次郎さん」（例②） 
・「長女夫婦の長野次郎さんと松子さん」（例③） 
 
①「信濃毎日新聞」長男夫婦        ②「信濃毎日新聞」 「妻」の記載が先の長女夫婦 
 
 
 
 
  
 
 
 
③「信濃毎日新聞」他姓長女夫婦        ④「山梨日日新聞」長女夫婦 
 
 
 
 
 
 
 
 
掲載例①のように「長男夫婦」が共同主宰者となるのは、夫婦の対等性を具現化である。
もし、老親の介護をしていれば、責務を果たした妻への感謝の表明だろうし、そうでなく
とも、妻の顔を立てる“できた夫”という印象を与える。妻の趣味の仲間など関係者にも
告知でき、妻が有職ならば所属先も配慮をするであろう。 
「喪主は長女夫婦の次郎さんと松子さん」とあれば、次郎さんは「婿」であり、松子さ
んが実子である。妻の記載が先の例②は、婿である夫が実娘を立てたのか、実娘が血の繋
がりを主張したのか。「喪主は長女松子さん」では、婿取り娘が実権を握っているとか、独
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 身や離婚したみたいに思われるといった、世間の誤解を憂慮しての連名選択ともいえよう。 
「喪主は長女夫婦の長野次郎さんと松子さん」のような例③ならば、長女の松子さんは
婚出して「長野」姓となり、喪家姓の子が存在しないということで、他家に嫁した長女が
親を弔う立場にある状況が窺える。他姓となった「○女」の次にその夫が記載される場合、
血縁を優先したのか、故人とあまり接触がなかった夫が生活実態から遊離しているとして
自ら選択を免れたのか。ジェンダーを前面に出しながら、本音は「血縁優先志向」もかも
知れず、紙面だけでは「夫婦喪主」が夫婦家族理念や双系志向にもとづく選択なのかどう
かは読み切れない。 
「山梨日日新聞」は、10 年前の「信濃毎日新聞」と同じく、「喪主は、長女の夫の次郎
さんと長女の松子さん」という表記で「夫婦」だと解る記述の仕方をとっており、例④は、
よく読まないと明快には解らない。「山梨日日新聞」にみる「信濃毎日新聞」との微妙な差
異について、葬儀社のディレクターは、山梨は長野より風土が「拓かれていないから」と
解釈している。 
甲信越地方は、「「婿」も子であるから「子」という記載にしたい」とする要望の多い地
域である。「夫婦喪主」となれば、「婿と婿取り娘」の組合せでも、それがストレートに分
からずに済む。夫が「長女の夫・次郎さん」という記載を回避したいのか、実子である妻
を共同主宰者に望んでのことか、地域社会における婿と娘の立ち位置を顕している。同姓
「夫婦喪主」は、一面では通念に抑圧や違和感を覚える夫婦の回避策となり、もう一方で、
通念に囚われていない夫婦の自然な選択となる。 
 
3.2 「喪主・施主」並立地帯 
「静岡新聞」は社の方針として「訃報」は地元の名望家数名しか記載しないため、有料
による「お知らせ」が多数掲載される。静岡市を中心とする中部地区では、「喪主・施主」
並立記載が一般的で、全国的にみれば極めて異例だが、「複数喪主」の一形態として、有料
広告ながら補完的に観察した。 
夫の葬儀では、妻が喪主、子どもが施主として「喪主・施主」が並立表記となる。案内
は、「夫 □□△△儀」からで始まるので、子どもが喪主で、妻が施主になることはない。 
娘の婚出により喪家姓の喪主が存在しない場合は、嫁して他姓となった娘が喪主、その
夫が施主の並列表記である。「静岡新聞」における逝去者と姓が異なる子ども夫婦の「喪主・
施主」並立は、「信濃毎日新聞」「山梨日日新聞」の「他姓夫婦喪主」と同次元にあるとみ
て、「夫婦喪主」というカテゴリーに属すると捉えた。 
当地の葬儀社によれば、「喪主・施主」明記は 20 年以上前からのことで、なかには「家」
観念に反する形式として、クレーム申し立てをする僧侶もいるが、喪家は意に介せず選択
している。ディレクターによれば、妻の名前が先なのは、「血が繋がっているのだから“あ
たりまえ”」で、この地域では「夫をさしおいて、女がしゃしゃり出て」という非難はない。
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 喪主は「名前」だけで、“仕切り”は夫である施主が行っており、夫婦家族理念の浸透とい
うより、実子優先の思想とみている。 
 
「静岡新聞」訃報広告における、他家に嫁した娘が父親の喪主となった例 
 
 
  
 
 
 
 
 
４ おくやみ欄の機能と役割 
4.１ 支援と連携の関係 
「おくやみ」欄は、どの県紙においても、テレビのプログラム番組の次に読む購読率の
高いページである。では、どのような機能と役割から支持されているのだろうか。 
購読者が葬儀内容を知るまでには、葬儀社が喪家に代わって新聞社への記載を代行→新
聞社は入手した情報を喪家に確認→「おくやみ」欄として掲載→購読者が紙面を読む、と
いう流れがある。「おくやみ」欄に情報を提供する新聞社と、「おくやみ」欄の情報を読む
購読者を両端に据えてみると、以下のようになる。 
 
新聞社→地域住民間の通知／非通知トラブルを防ぐ←購読者 
新聞社→葬儀日程を知った経営者や営業マン等が葬儀に参列←購読者 
新聞社→疎遠になっていた遠戚や知人との交流が復活する←購読者 
新聞社→「複数喪主」「夫婦喪主」記載を地域が認知←購読者 
 
このように、新聞社の運営を地域住民が購読者として支えるという、意図しない「支援
と連携」が内在している。新聞社は、地域住民に必要な情報を提供するだけでなく、葬儀
社を通して、印刷業、生花業、小売業、飲食業など会社組織に対し、「支援や連携」の基盤
を提供する役割をも果たしているのである。 
 
4.2 形態が変えていく葬送の意味 
この 10 年の間に葬儀形態はおおいに変貌した。「家族葬」の一般化である。都心の葬儀
社は「家族葬」を前提とした打ち合わせがほぼ 9 割とし、インターネットでは、地方都市
の葬儀社でも「家族葬」の案内から始まっている。関東では、参列者 31 人以上の一般葬が
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 34％、30 人以下の家族葬・密葬 32％、直葬 22％である（鵜飼 2016：79）。葬儀に対する受
け止め方が変わって「家族葬」が普及したのか、生活形態が変わって「家族葬」が増えて
いったのかといえば、後者であろう。核家族化を根底にした少子高齢化が葬送模様を替え
ている。 
「家族葬」を採択した場合、「おくやみ」欄には「家族葬にて葬儀は済ませた」「葬儀は
身内で行った」という表現が現れる。すでに葬儀は終了しているので、紙面で葬儀情報を
知らせる必要はないのに、あえて「おくやみ」欄に記載するのは、「死去」の告知が目的で、
遺族が今後、故人の関係者とは付き合いたくないというメッセージではないのだろうか。
2007 年時の「毎日新聞」(8)で著名人の訃報に散見された表現が、10 年後には市井の人の間
で用いられている。 
かつて、葬儀は誰でも参列できるものだった。政治家は得票を懐に、弔問と弔電を欠か
さなかったし、営業マンも得意先に自分を認識してもらえる格好の場であった。だが、「家
族葬」は“閉じた葬儀”であるから、親族においても限られた人しか参列できない。遠隔地
に住む孫が欠席したり、親等の離れた親族は知らされない場合もある。祖父母や親と離れ
て暮らし、接触が薄ければ、子も孫も故人を弔う気持が薄くなるのはやむを得ない。 
今日、日本の高度経済成長を牽引してきた世代が人生の終盤を迎えている。長命であれ
ば、現役を離れてしばらく経ち、その妻の多くは専業主婦であった。老親自身の遠慮によ
るのか、子どもたちの状況判断によるのか、個々の家族によるだろうが、元の勤務先や同
窓、趣味の仲間といったこれまでの人間関係に配慮せず、「家族葬」として送り出していい
のだろうか。 
 
５ 「服喪の共同」は「祭祀の共同」へ繋がるのか 
5.1 「葬送共同体」の可能性 
近年、「墓じまい」という言葉がマスコミでたびたび取り上げられている。「家」観念に
依拠すれば墓が無縁になるのを畏れるが、「夫婦家族は一代かぎり」ならばそれはない。「墓
じまい」が進む背景には無縁墓の撤去が法的に容易になったことも起因している（森 2014）。  
しかし、墓制の調査においても、現代の日本家族は「直系家族制という制度的側面と、近
代家族的心性という情緒的側面をともにもつ可能性が高いことを示している（施 2012：
136）」とあるように、若者を含め、かなりのパーセンテージの人々が墓参りを実施してい
る。それをどう読み解くかである。現時点では、継承者にとって墓の存在が心理的経済的
に負担であっても、自分の代だけ考えて、近視眼で閉じてしまうのはいかがなものか。 
やがて墓を継承する大学生を対象とした安藤喜代美の調査では、「子どもたちが協力し
て継承すべきである」とする回答が家族形態にかかわらず７割以上を占める。「従来のよう
に「長男」だけに託されるのではなく、きょうだい数が少ない昨今では、子どもたちみん
なで協力する行為として受けとられている」（安藤 2013：191）とある。少子が常態となり、
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 親族資源がますます枯渇していくとなれば、「親族関係は族縁の相互認知によって成立」し、
「相互認知が関係成立の鍵（森岡・望月 1997：148）」となる。直系／傍系という垣根を外
し、「共同体」として連なるという心性を内在している親族で墓を管理していく時代が来な
いとも限らない。「服喪の共同」が「祭祀の共同」へ発展する可能性もないわけでない。20
～30 年後、葬礼模様や葬送事情はおおいに変わっていくことだろう。 
 
5.2 構図と心性の相関  
 2007 年と 2017 年を比較したとき、列島全体を俯瞰して眺めれば、喪主選定は相変わら
ず直系志向にある。「長男喪主」が圧倒的に優位で、長女や孫も「長子」として台頭してい
る。血縁によらず直系に位置する人物が喪主を勤めることに意義ありとする、「家」観念に
基づく選択なのか。「婿」や「長男の妻」も「直系喪主」という位座にあり、「寡婦と嫡男
孫」による「二人喪主」は、跡取りであった亡夫の“名代”として、世代間継承戦略の巧
みな戦術である。 
しかし、「理念的実在」（盛山 1995）として「家」を意識したうえの選択なのか。「「家」
と家族の両概念は別の位相にあり、したがって、「「家」と直系家族を同義に扱うことには
慎重である」（米村 2014：73）という視点を外してはならない。子どもが女子だけの兄が
男子のいる弟に先祖の墓を託すのは、構図としては弟を「順養子」にしたことになるわけ
だが、兄は娘の人生に思いを巡らしても、墓守の委譲＝「家」の継承とは捉えていないの
である（金沢 2010a：73）。構図としては「家」に見えたとしても、そこに息づいているの
は「現代家族の心性」である。 
 
5.3 おわりに――「複数喪主」の展望 
今日においても、「家」観念と「近代家族観」は混在状態にあるが、2017 年の新聞紙面
は、社会通念と生活実情を融合させ、地域の風習を無理なく変えていく、現代家族のしな
やかでしたたかな心的側面を覗かせている。 
「複数喪主」や「喪主・施主」並立が全国的に周知されれば、寡夫/寡婦の葬儀におい
ては、子世代がきょうだい「同格」の「複数喪主」として執り行うことが一般的になって
いくのではなかろうか。他姓夫婦は無論のこと、喪家においても、パートナーシップから
して夫婦が共に喪主を務めるのをあたりまえとする空気が育っていくことだろう。きょう
だいや夫婦の対等性、平等性、ジェンダー・イコーリティを内包する「きょうだい喪主」
や「夫婦喪主」は、「近代家族の曲がり角」（落合 2000）は過ぎ去り、「ポスト近代家族」
と称したいパラダイムが構築されつつあることを窺わせる。 
「複数喪主」は、長男のみならず、その他の子どもたちも親と別居していることが多い
今日の家族形態が根底にあり、「単独喪主」に比べて、家族意識や生活形態に適した便宜性・
合理性を有しているのであるから、ますます広がっていくと予想される。普及の度合いは
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 各県各地域における「複数喪主」の存在認知度に依拠するであろうが、情報化社会の今日、
そのスピードはもはや 10 年を有しないであろう。 
しかし、「おくやみ」欄がいつまで情報源として存在し続けられるのかという疑問も生
じてくる。「死去告知」欄に変貌してしまえば、「複数喪主」の普及は当該地区だけに留ま
り、全国的な慣習となりうる蓋然性は低くなる。戸籍の子ども記載が「長男／長女」から
「子」となり、ファーストネームからの男女判別も困難を極めていく。逝去者との関係性
が解らない喪主記載も増えていくことだろう。葬儀を省略した「直葬」が増えていくの
は必至である。そうなれば、このような調査はいつまで可能なのか、デッドラインは近
づいている。されど、喪主選定の意味するものは何かと問われれば、それぞれの家族にお
ける「家」観念の所在と「近代家族観」のありよう、それが、さまざまな要素を取捨選択
しながら、透かして見えてくるところにあるといえるのではなかろうか。 
 
 
注 
 
(1) 「複数喪主」という呼称は筆者が名付けたもので、葬送の世界で使用されている呼称ではない。 
また、「共同喪主」という意味合いでもない。「共同」とは、『大辞林』にあるように、「ひとつの目 
的のために複数の人が力を合わせること。あるものに対して複数の者が同じ立場や資格に立つこと」 
である。「複数喪主」は、力を合わせているかどうかはケースバイケースであり、同じ立場や資格に 
立っているとは限らない。喪主が従来の「単独１名」ではなく、「複数」存在することを強調した表 
現として採用している。 
(2) 家族社会学では現代においても「家」観念と対比する概念を「近代家族（modern family）」観 
と呼び、「直系家族」との対比においては「夫婦家族」という言葉を用いている。 
(3）5 位以下の数値が極めて低いため、本論での紹介は 5 位までとした。  
(4)「複数喪主」に照準したため、各県の 5 位以下の数値をすべて列挙することは控えた。 
(5）2007 年の「信濃毎日新聞」調査では喪主記載は２名だったので、過去の論文(金沢 2012a, 2012b) 
や学会報告におけるレジュメでは「二人喪主」という表現を用いてきた。2017 年再び「おくやみ」 
担当に問いあわせたところ、「紙面スペースの関係で喪主記載は 2 名と限定したが、葬儀においては 
２名以上が喪主になるケースもあるのではないか」とのことで、2017 年以降の論文や学会報告では 
「複数喪主」という表現にしている。  
(6）県紙「おくやみ」欄の一部からの抽出である。公の情報なので、「個人情報保護」に觝触しないと考 
えるが、掲載例関係者の目に触れたときの心象を配慮し、画像の一部を加工している。 
(7）後日、2007 年の奇数月半年分「信濃毎日新聞」を入手することが困難であったため、2007 年と 2017 
年の 1 月分を比較することができない。 
(8) 全国の地方紙を調査する前に、坪内玲子の「毎日新聞」における 1977 年調査と一世代後を比較し 
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 た筆者の 2007 年調査において、喪主による同様の表現があった。 
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